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ピーエスピー株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年９月 18 日開催の取締役会において、以下のとおり、ピーエスピー株式会社（以下、ピーエ

スピー）の全株式を取得し子会社化するため、株式譲渡契約書を締結することを決議いたしましたので、下記

のとおりお知らせいたします。 

 

１． 株式取得の目的 

当社グループは、「日本農業の為になる、役に立つ会社になることで、農業に革命を興し、人々の食と暮らし

を豊かにする」という企業理念に基づき、2024 年から 2028 年を計画期間とする中期経営計画を策定しており

ます。次のステップへ飛躍的に成長できるベルグアースグループを目指し、４つの事業戦略「苗事業の更なる

拡大と収益力強化」「新製品、新技術開発」「苗事業を起点とした事業領域の拡大」「事業インフラの強化」を基

本方針に定め取り組んでおります。 

ピーエスピーは、1974年に創業し、野菜苗の育成・販売を行っており、1988年にオリジナル規格「ＰｅＳＰ

苗」の発売以来、多くのオリジナル規格苗の育成・販売を行っております。また、1999年には種子のコーティ

ング加工（注１）事業を開始し、その高い技術力は、大量加工だけでなく少量加工を可能とし、花種子等の加

工が難しい種子コーティングも得意としております。 

このような独自の技術・製品の開発、新たな事業への取り組みを行っているピーエスピーが当社グループに

加わることにより、当社グループの野菜苗・苗関連事業の更なる発展と強化に繋がると考えております。また、

ピーエスピーにとっては当社グループの経営資源の活用や共同購買による調達コストの適正化が図れる等のシ

ナジー効果により、今後の事業成長が期待できると考えております。 

ピーエスピーを子会社化することで、当社グループの掲げる中期経営目標の達成に向けた事業基盤の強化と

競争力を高め、事業環境が変化する中、育苗業界を活性化するための再編に向け取り組んでまいります。今後

も農業界を牽引するアグリベンチャー企業として、更なる企業価値向上を目指してまいります。 

（注１）コーティング加工とは、種子を一定の大きさ、形状に被覆造粒することで、播種を容易にし発芽や

生育を助け病害虫や環境ストレスから種子を保護する加工技術 

 

２．株式を取得する会社の概要 

（１） 名 称 ピーエスピー株式会社 

（２） 所 在 地 山口県下関市豊浦町大字吉永 526-1 

（３） 代表者の役職・氏名 重岡 伸一 

（４） 事 業 内 容 野菜苗の生産販売、種子のコート加工 

（５） 資 本 金 2,000万円 

（６） 設 立 年 月 日 1991年８月１日 

（７） 大株主及び持株比率 重岡由紀子 63.0％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当該事項はありません。 

人 的 関 係 当該事項はありません。 

取 引 関 係 当該事項はありません。 

当該子会社の過去の業績につきましては、非上場会社であること、及び当社との守秘義務契約に基づき非公

開とさせていただきます。 



３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 重岡 由紀子、重岡 伸一、重岡 克彦 

（２） 住 所 山口県下関市 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、・人的関係・取引関係は

ございません。 

 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0株 

（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合：0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
203,600株 

（議決権の数：203,600個） 

（３） 取 得 価 額 

取得価額は守秘義務契約に基づき非公開とさせていただきますが、公平

性・妥当性を確保するため、第三者によるデユーデリジェンスを行い決

定しております。 

（４） 異動後の所有株式数 

203,600株 

（議決権の数：203,600個） 

（議決権所有割合：100％） 

 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2025年９月 18日 

（２） 契 約 締 結 日 2025年 10月 17日（予定） 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2025年 10月 31日（予定） 

 

 

６．今後の見通し 

本件よる 2025年 10月期の当社連結業績に与える影響は軽微でありますが、今後開示すべき事項が生じた場

合には、速やかにお知らせいたします。 

以 上 

 


